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ティクス（旧トムソン・ ロイター社） のWeb of 
二階宏之
特集にあたって
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野の研究者にとっては、昇進や給与などの人事査定に
おいて不利益を被ることになり、国内ニーズや自国語
による研究が軽視される懸念が指摘されている。
英語以外の自国語で書かれた論文や著書は優れた研
究成果であっても情報が流通されなければ、海外から
はみえてこない。最近では、国際引用索引データベー
スに国内引用索引データベースを連携させる仕組みも
構築されている。
各国の引用文献索引データベースの構築状況は国に
よって異なっているようだ。多くの国は政府が主体的
に支援しており、国内学術雑誌を国際誌化していこう
という動きは共通している。非英語圏の韓国、タイ、
マレーシアなどは国際引用索引データベースと共存し
ていく方向で、台湾については対抗していく方向に進
んでいるようにみえる。また、インドは民間会社が英
語の国内引用索引データベースを構築している点が特
徴的である。
今後も大きな争点となるのは、自国語での論文発表
が多い人文・社会科学分野の研究評価をどうするかで
ある。特に、評価の主流となっているビブリオメトリ
クスのひとり歩きが危惧されるなか、質を重視した指
標やピアレビュー、研究領域、国際性と地域性、言語
などを考慮した多面的な評価が試されるであろう。
グローバル化の流れは無視することはできない。国
内に研究成果が閉ざされていては、海外からは未来永
劫発見されないままになる。研究成果を国内からグ
ローバルへと引きずり出し、可視化することから次の
議論がスタートするのではないか。
（にかい　ひろゆき／アジア経済研究所　図書館）
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Scienceやエルゼビア社のScopusなどの国際引用索引
データベースである。もともと世界大学ランキングは、
学術論文雑誌の出版社やメディアが商業目的で作成し、
主に留学先の目安として参考にされていたものが、
もっぱら大学の国際的な位置づけを判断する政策目標
として利用されるようになった。
●学術雑誌の国際誌化
研究評価において国際引用索引データベースの役割
が重視されるなかで、自国内の引用索引データベース
を構築し活用することで、国内学術雑誌の水準を高め
ようという動きが出てきている。参考文献③では、日
本の事例をとりあげて、雑誌の国際性と言語の問題に
ついて以下のような見解を述べている。⑴国際誌（欧
米誌）への投稿を一層推進する、⑵我が国発行の学術
雑誌の国際的流通性を向上させ国際誌化をはかる、⑶
我が国研究者のデータベース利用者を促進して、我が
国研究者の要望が欧米製データベースの編集方針にも
よく反映されるようにする、⑷我が国でのデータベー
ス作成とその国際流通を一層促進する。このような命
題はまさに非英語圏の国々にとっても重要な課題であ
るが、その対応はまだ手探りの段階といえよう。韓国
やタイ、マレーシアでは国内雑誌の国際誌化という大
前提の下に、その第一段階として雑誌審査制度の改善
や国内引用索引データベースの整備を強化している。
国内引用索引データベースへの登録を国際誌化への登
竜門とみなし、最終的には国際引用索引データベース
への登録を目指すというシナリオのようだ。日本につ
いては、まだ整備された引用索引データベースという
ものはないが、科学技術振興機構（JST）のJ-STAGE
（科学技術情報発信・流通総合システム）という国内
最大の電子ジャーナルプラットフォームで国際的な流
通を促進している。
●研究領域・地域・言葉の壁
自然科学分野の研究者は、研究成果を発表する際、
国際学術雑誌に大きく依存してきた。一方、人文・社
会科学分野の研究者は、国内社会や文化に対する貢献
により、国内の研究ニーズに支えられている。台湾で
は、政府が国際引用索引データベースを重視した研究
評価制度を導入したことに対して人文・社会科学分野
の研究者たちが強く反発している。人文・社会科学分
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